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１．次期学習指導要領が目指す「社会に開かれ
た教育課程」

2017（平成29）年９月３日、日本生活体験学習学
会第19回研究大会シンポジウム「コミュニティ ･ス
クールにおけるカリキュラムづくりをどうすすめる
か－カリキュラムづくりへの地域・保護者参加と体
験学習の構築－」を開催した。本特集は、研究大会
シンポジウムの目的と各シンポジストからの実践報
告を示し、全体考察を行うものである。なお、今回
４名のシンポジストから報告をいただいたが、この
うち中川忠宣氏（大分大学）の報告については、既
に別途詳細な著作物が刊行されているため、本特集
には掲載しないことをことわっておく 1）。
まず、今回のシンポジウムの目的であるが、それ
はコミュニティ・スクールによるカリキュラムづ
くりと、そこに体験学習をどのように位置づけるの
かについて議論することである。「生きる力」の育
成が目指されて今日まで、学校教育では生活をとり
まく自然・社会についての体験的に学ぶ体験学習
が取り組まれてきた。また、地域が学校の体験学習
に協力することも定着しつつある。
だが、体験学習を含む学校教育のカリキュラムづ
くりの主体は学校であり、カリキュラムづくりに地
域住民が関わることはなかった。教科教育を中心と
する学校教育に必要と考えられる範囲においての
み体験学習が取捨選択的に採用されてきた。そのた

め、ものづくり体験や通学合宿、長期キャンプなど
の体験学習の多くは地域社会が担う社会教育の領域
とされ、体験学習をめぐっては学校教育と社会教育
の棲み分けが行われ、学校の求めに応じて社会教育
が協力するかたちで行われてきた。
だが、体験学習をめぐって、従来のような社会教
育と学校教育の棲み分け、あるいは前者の後者への
協力といった関係では済まない事態が生じてきてい
る。その事態をもたらしているのが、次期学習指導
要領の「社会に開かれた教育課程」である。平成28
年12月、中央教育審議会から次期学習指導要領につ
いての答申「 幼稚園、小学校、中学校、高等学校及
び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要な
方策等について」が示された。そこでは、グローバ
ル化の進展や人工知能による急激で予測できない社
会変化を受け止め、未来を創り出していくために必
要な資質・能力を子ども達に確実に育む学校教育を
実現すべきであるとして、「“よりよい学校教育を通
じてよりよい社会を創る ”という目標を学校と社会
が共有し、連携・協働しながら、新しい時代に求め
られる資質・能力を子どもたちが育む『社会に開か
れた教育課程』」の実現が基本方針として示されて
いる。
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２．開かれた教育課程の共有の場としてのコ
ミュニティ・スクール

そして、子ども・学校・地域の実情に応じてカリ
キュラム・マネジメントを行う主体は「各学校」と
されているが、カリキュラム・マネジメントは学校
の教師だけにとどまらないことに、今回の答申の特
徴がある。答申では教育課程の課題として、コミュ
ニティ・スクールと地域学校協働活動を取り上げ、
次のように言及している。

「コミュニティ・スクールや地域学校協働活動等の
推進による学校と地域の連携・協働を更に広げてい
くためには、学校教育を通じて育むことを目指す資
質・能力や、学校教育と社会とのつながりについ
て、地域と学校が認識を共有することが求められ
る。また、学校教育に「外の風」、すなわち、変化す
る社会の動きを取り込み、世の中と結び付いた授業
等を展開していけるようにすることも重要である。
そのため、教育課程の基準である学習指導要領等

が、学校教育の意義や役割を社会と広く共有した
り、学校経営の改善に必要な視点を提供したりする
ものとして見直されていく必要がある。

コミュニティ・スクールの法的役割は、校長が作
成する学校運営の基本方針を承認すること、学校運
営に関する意見を教育委員会又は校長に述べるこ
と、教職員の任用に関して、教育委員会規則に定め
る事項について、教育委員会に意見を述べること等
である。だが、答申によれば、今後はカリキュラム
が学校と社会に共有される場となることが期待され
ている。
カリキュラムは、常に社会との関わりを求められ
ているが、これまでは学校（教師）が決めた範囲に
おける関わりに限定されてきた。この点、次期指導
要領は「よりよい学校教育を通じてよりよい社会を
創る」ことを目標に掲げ、地域と学校の教育課程の
認識の共有というカリキュラムづくりにおけるコ
ミュニティ・スクールの役割について言及している
ことが注目される。
加えて、社会教育の領域において「地域学校協働
活動」を担うネットワーク的地域組織作りを進め、
コミュニティ・スクールとの連携・協働のもと開か

れた教育課程を実現することが構想されている。こ
の連携・協働は、学校支援を行うための一方向的な
ものではなく、学校が地域づくりに関わるという双
方向的なものとされている。
学校は近代化の装置として子どもを地域社会から
切り離し、産業社会の人材を育てる役割を担ってき
た。このことを考えると、学校が地域づくりの核と
なる、換言すれば地域社会の一員を育てる役割を担
うことをうたう今回の答申は、地域社会と学校との
関係に大きな変更を求めている、とみることもでき
よう。
だが、実際にコミュニティ・スクールで住民参加
によるカリキュラムづくりを行えるのかという点に
ついては、いくつかの課題があるように思われる。
例えば、現行のコミュニティ・スクールの多くは、
学校支援という形式で進められており、学校の求め
（環境整備、学力向上や学習補助、生活支援、学校行
事参加）に応じた支援を行うことが中心である。会
議回数も数回で、積極的にカリキュラムづくりを行
えるわけではない。また、教育課程を社会に開くと
いうことは学校の社会化を目指すようでいて、実際
は逆に社会の学校化（学校教育への動員）につなが
ることや、社会との接点を強く持った体験的なカリ
キュラムの実施に手間取り、教員の疲弊、学力の低
下につながることなどが危惧される。カリキュラム
づくりへの反論・無関与に当たっての合意形成はど
うするのかも問われてくる（コミュニティ・スクー
ルに関与していない人の声を拾えるのか）。
学校教育の教育課程を社会に開くことには学校を
地域社会に取り戻すという可能性だけでなく、あわ
せて様々な問題を生じる可能性ももつ。教育課程を
コミュニティ・スクールという枠の中でどのように
扱い、どう実施していくのかについて検討が迫られ
ている。
そこで、今回のシンポジウムでは、コミュニ
ティ・スクールの指定を受けた学校・地域から実践
報告を行っていただき、学校と地域の協働の中で、
どのように体験学習カリキュラムの共通認識をすす
め、実施してきたのかのプロセスを検証し、学校と
地域の協働による体験学習カリキュラムがどこまで
実現可能なのか、また課題は何かについて検討した
いと考えた。
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今回のシンポジウムでは、こうした問題意識のも
と、次の四氏から報告をいただいた。第一報告者の
中川忠宣氏（大分大学高等教育センター教授）から
は、コミュニティ・スクールの実施校への量的調査
研究から明らかになったコミュニティ・スクールの
成果と課題について報告をいただいた。第二報告は
伊東俊昭氏（佐伯市立宇目緑豊小学校校長）である。
伊東氏からは、大分県社会教育職員時代の実戦経験
を活かし、校長になって取り組んできた地域・保護
者・学校の連携への取り組みから、地域住民とつく
るカリキュラムについてお話しいただいた。第三報
告者は朝倉脩二氏（都城市庄内地区まちづくり協議
会事務局長）である。都城市庄内地区のまちづくり

協議会事務局長として庄内中学校ＣＳ委員をつとめ
ておられ、住民サイドからカリキュラムづくりへの
参加について報告いただいた。四番目の最後が植村
秀人氏（南九州大学）である。氏からは同じく都城
市の小学校事例を中心に、とりわけ農業をめぐる地
域と学校によるカリキュラムづくりの過程について
報告をいただいた。

注
１）主要な著作物として、大分大学高等教育開発センター発
行の、中川忠宣・山崎清男・深尾誠「家庭、学校、地域社
会の『教育の協働』に関する調査報告」Ⅰ～Ⅴがある。


